
【商品概要説明書】                          関 信用金庫 

普通預金（教育資金一括贈与専用口座）『まごころ』 

２０２３年４月１日現在 

１．商  品  名 

普通預金（教育資金一括贈与専用口座）『まごころ』 

※租税特別措置法に基づく教育資金非課税措置の適用を受けるための口座です。 

※本商品は預金保険の対象であり、同保険の範囲内で保護されます。 

２．取 扱 期 間 

（１）預け入れ期間（※新規口座開設は２０２３年３月３１日をもって停止） 

   ２０１３年８月５日（月）～２０２６年３月３１日（火） 

（２）払い戻し期間 

口座名義人が３０歳に達する日の前日まで 

（在学中の場合は、在学期間終了時または４０歳到達時のいずれか早い日まで） 

３．対  象  者 
直系尊属（曾祖父母、祖父母、父母等）から贈与契約書により教育資金を贈与さ

れる３０歳未満の個人の方（贈与時の前年合計所得金額が１，０００万円以下） 

４．預     入 

（１）預入方法 

   本口座開設店の窓口で随時預け入れいただけます。 

（２）預入金額  １円以上 

（３）預入単位  １円単位 

（４）預入上限  １，５００万円 

５．払 戻 方 法 

原則として、本口座開設店の窓口で、口座名義人の教育資金の支払いにあてる場

合に限り、払い戻しいただけます。 

※専用口座から払い戻す資金を教育資金としてご利用されることを確認するた

め、学校等からの領収書等を提出いただきます。なお、領収書等の提出がない

払い戻しや教育資金以外の払い戻し等については非課税措置の適用を受ける

ことができません。 

６．領 収 書 等 の

提 出 方 法 

非課税措置の適用を受けるためには、教育資金にかかる領収書等の提出が必要と

なります。提出方法には、以下の①または②の方法があります。 

①教育資金等の支払い後に、領収書等を本口座開設店に提出いただく方法 

②本口座から払い戻し後に、領収書等を本口座開設店に提出いただく方法 

※①および②のいずれの場合も、領収書等の提出期限は、領収書等に記載の支払

年月日の属する年の翌年３月１５日です。なお、口座名義人が３０歳に達した

ことなどにより本契約が終了した日において、未提出の領収書等がある場合、

当該領収書等の提出期限は、契約が終了する日の属する月の翌月末日までとな

ります。 

※領収書等に記載の支払年月日は、本口座からの払戻日と同じ年に属することが

必要です。同じ年に属していない場合、払戻金は教育資金以外の支出となり、

贈与税の課税対象となりますので、ご注意ください。 

７．利     息 

（１）適用金利 

   当金庫所定の普通預金と同金利（変動金利）となります。 

   毎日の店頭表示の利率を適用します。 

（２）利払日 

   年２回、３月・９月の当金庫所定の日 

（３）計算方法 

   毎日の最終残高１，０００円以上について、付利単位を１００円とした１

年を３６５日とする日割計算とします。 

８．税     金 

利息には２０％（国税１５％、地方税５％）の税金がかかります（ただし、マル

優をご利用の場合は除きます）。 

※２０３７年１２月３１日までの間に支払われる利息には復興特別所得税が追

加課税されるため、２０．３１５％（国税１５．３１５％、地方税５％）の税

金がかかります。                                       

９．手  数  料                  － 

１０．付加できる特約事項 
マル優の取扱いができます。 

 



１１．解 約 方 法 

下記のいずれか早い日に教育資金管理契約は終了します。その場合、本口座はた

だちに解約いただきます（通常の預金口座として引き続き利用することはできま

せん）。 

①口座名義人が３０歳に到達した日（在学中は除く） 

②口座名義人が死亡した日 

③残高が０円となり、口座名義人と当金庫との間で契約終了の合意があった日 

１２．中途解約の取扱い 原則として、中途解約はできません。 

１３．金利情報の入手方法 金利は店頭備え付けの金利表示ボードまたは窓口へご照会ください。 

１４．開設に必要なもの 

口座の開設にあたっては、以下の書類等が必要となります。 

①口座名義人（受贈者）の本人確認資料（保険証、運転免許証等） 

※原本が必要となります。 

 ※口座名義人（受贈者）が未成年の場合は、口座名義人（受贈者）との関係が

確認できる親権者の本人確認資料も必要となります。 

②口座名義人（受贈者）の印鑑 

③戸籍謄本（または抄本）または住民票 

 ※贈与者と口座名義人（受贈者）の関係を確認するため、それぞれの名前が記

載されている戸籍謄本（または抄本）または住民票の原本が必要となります。 

④贈与契約書 

 ※店頭に用紙をご用意しています。 

 ※本口座開設に先立ち、事前に贈与者と口座名義人（受贈者）との間で締結い

ただく必要があります。 

 ※契約書締結後（契約日より）２カ月以内に贈与資金を本口座に預け入れいた

だく必要があります。 

⑤教育資金非課税申告書 

 ※店頭に用紙をご用意しています。 

 ※贈与税の非課税措置を受けるための必要書類となります。 

⑥所得証明（受贈者の年齢等により必要な場合があります） 

１５．苦情処理措置・   

紛争解決措置 

苦情処理措置 本商品の苦情等は、当金庫営業日に、営業店または業務部  

(9時～17時、電話：0120‐21‐8156)にお申し出ください。 

紛争解決措置 東京弁護士会（電話：03‐3581‐0031）、第一東京弁護士会（電

話：03‐3595‐8588）、第二東京弁護士会（電話：03‐3581‐

2249）の仲裁センター等で紛争の解決を図ることも可能ですの

で、利用を希望されるお客さまは、当金庫営業日に、上記業務部

または全国しんきん相談所（9時～17時、電話：03‐3517‐5825）

にお申し出ください。また、お客様から、上記東京の弁護士会（東

京三弁護士会）に直接お申出いただくことも可能です。 

なお、東京三弁護士会は、東京都以外の各地のお客様にもご利

用いただけます。その際には、①お客様のアクセスに便利な地域

の弁護士会において、東京の弁護士会とテレビ会議システム等を

用いて共同で紛争の解決を図る方法（現地調停）、②当該地域の

弁護士会に紛争を移管し、解決する方法（移管調停）もあります。

詳しくは、東京三弁護士会、当金庫業務部もしくは全国しんきん

相談所にお問合わせください。 

１６．そ の 他 参 考 と

な る 事 項 

①当金庫本支店の窓口のみでの取扱いとなります。 

②当金庫全体でお一人様につき１口座のみの開設となります。 

③当金庫で本口座を開設した場合、他の金融機関等で同様の口座等は作成できま

せん。 

④公共料金等の自動支払および給与、年金等の自動受取には利用できません。 

⑤総合口座取引は利用できません。 

⑥決済用普通預金への切替はできません。 

⑦当金庫の各種ローン返済指定口座として利用できません。 

⑧本口座はキャッシュカードの発行はいたしません。 

 


